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〇 大学の概要 

（１）現況 

① 大学名  国立大学法人九州大学 

 

② 所在地  箱崎地区（本部）  福岡県福岡市東区 

伊都地区      福岡県福岡市西区 

病院地区      福岡県福岡市東区 

大橋地区      福岡県福岡市南区 

筑紫地区      福岡県春日市 

別府地区      大分県別府市 

  

③ 役員の状況 総長 有川 節夫（平成 20 年 10 月 1 日～平成 26 年 9 月 30 日） 

理事  ８人   監事  ２人 

  

④ 学部等の構成 

基幹教育院 

学部 大学院（学府） 大学院（研究院） 

文学部 人文科学府 人文科学研究院 

教育学部 比較社会文化学府 比較社会文化研究院 

法学部 人間環境学府 人間環境学研究院 

経済学部 法学府 法学研究院 

理学部 法務学府（法科大学院） 経済学研究院 

医学部 経済学府 言語文化研究院 

歯学部 理学府 理学研究院 

薬学部 数理学府 数理学研究院 

工学部 システム生命科学府 医学研究院 

芸術工学部 医学系学府 歯学研究院 

農学部 歯学府 薬学研究院 

 薬学府 工学研究院 

工学府 芸術工学研究院 

芸術工学府 システム情報科学研究院

システム情報科学府 総合理工学研究院 

総合理工学府 農学研究院 

生物資源環境科学府  

統合新領域学府  

高等研究院 

附置研究所（生体防御医学研究所※ 応用力学研究所※ 先導物質化学 

研究所※ マス・フォア・インダストリ研究所※） 

九州大学病院 

国際研究所（カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所） 

附属図書館 

情報基盤研究開発センター※ 
※は文部科学省の認定を受けた共同利用・共同研究拠点 

 

⑤ 学生数及び教職員数（平成 25 年５月１日現在（ ）内は留学生で内数） 

学生数 

学部 11,791 人（429 人） 

大学院 
修士課程 4,007 人（818 人） 

専門職学位課程 370 人（ 17 人） 

博士課程 2,631 人（736 人） 

教職員数 教員 2,345 人  事務職員・技術職員 2,858 人 
  

（２）大学の基本的な目標等 

九州大学は、平成２３年に総合大学として創立百周年を迎えたことを踏まえ、

アジア諸国との歴史的つながりや地理的近接性を活かした世界的研究・教育拠点

として、次の百年に向けて知の新世紀を拓くべく、教育、研究、診療等の諸活動

を展開する。 

九州大学は、世界中の人々から支持される質の高い高等教育を一層推進するた

めに、平成１２年１１月に「九州大学教育憲章」を制定した。また、より善き知

の探求と創造・展開の拠点として、人類と社会に真に貢献する研究活動を促進し

ていくために、平成１４年１月に「九州大学学術憲章」を定めた。 

九州大学は、両憲章に掲げる使命と理念を達成するために、学府・研究院制度

を活用して教育組織と研究組織の有機的な連携を図り、教育においては、確かな

学問体系に立脚し、学際的な新たな学問領域を重視しながら、豊かな教養と人間

性を備え、世界的視野を持って生涯にわたり高い水準で能動的に学び続ける指導

的人材を育成する。 

研究においては、卓越した研究者が集い成長していく学術環境を充実させ、世

界的水準での魅力ある研究や新しい学問分野・融合研究の発展及び創成を促進す

る。また、環境・エネルギー・健康問題等人類が抱える諸課題を総合的に解決す

るための研究を強力に推進し、国際社会・国・地域の持続可能な発展に貢献する。 

さらに、伊都新キャンパスへの移転をはじめとするキャンパス整備を通じて、

市民に開かれた都市型キャンパスを形成し、地域社会、産業界、国際社会等との

連携のもとに、大学の教育研究活動によって産み出される知的成果を広く社会に

還元していく。 

 

（３）大学の機構図     次 頁 参 照 
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〇 全体的な状況 

【大学の基本的な目標の達成に向けた取組状況】 

九州大学は、伊都キャンパスへの統合移転の決定を契機に、「九州大学の改

革の大綱案」（平成７年制定）等による大学改革を進め、大学自ら長期的な改

革計画を策定、実現するという先駆的な取組を推進してきた。この大綱案の中

核として、「大学院重点化」を行うと同時に、大学院を教育組織（学府）と研

究組織（研究院）に分離し、各組織を必要に応じて再編できる「学府・研究院

制度」を平成 12 年に導入した。 

さらに、平成 12 年に「九州大学教育憲章」、平成 14 年には「九州大学学術

憲章」を制定し、大学の在り方を示し、世界第一級の教育・研究と診療活動を

展開し、アジアに開かれた知の世界的拠点大学として、また、日本を代表する

基幹総合大学として、様々な活動を展開している。 

本学は、平成 23 年に創立百周年を迎え、「知の新世紀を拓く」をコンセプト

に、最高水準の教育研究拠点の構築を目指すため、下記のとおり、今後の新た

な百年に向けての「基本理念」と、九つの目指す姿及びそれを実行に移すため

の行動計画を策定した。 

 

【基本理念】 

自律的に改革を続け 教育の質を国際的に保証するとともに  

常に未来の課題に挑戦する活力に満ちた 最高水準の研究教育拠点となる

【九つの目指す姿】 

一、 社会の課題に応える大学  

二、 最高水準の研究を推進する大学 

三、 アクティブ・ラーナーを育成する大学  

四、 骨太のリーダーを養成する大学 

五、 先端医療により地域と国際社会に貢献する大学 

六、 卓越した研究教育環境を構築・維持する大学 

七、 グローバル社会と地域社会を牽引する大学 

八、 自律的改革により進化し続ける大学 

九、 知の蓄積と継承・発信を推進する大学 

こうした理念と姿を実現するための仕組みの一つとして、同年、「大学改革

活性化制度（永続性のある強靱な改革のスキーム）」を開始した。これは、各

部局あるいは部局の連携による強力な改革が継続的に可能となり、社会や学界

に自らの教育・研究・診療活動の意義と重要性を明確に示すことができる制度

である。 

また、新たな教育組織として「基幹教育院」を設置し、平成 26 年度の新入

生から基幹教育を実施する。本学では、全学教育・教養教育を大学の最も重要

な事業と位置付け、今後の教育改革の構想の一つとして、学部教育から大学院

教育までを見通した新たな教育を実践・展開していくため、教育に意欲の高い

教員の重点配置と全学出動態勢の構築を目指すものである。 

このように、本学では、「大学改革活性化制度」や「基幹教育院」などを通

して、教育研究の一層の充実・発展を進めている。 

 

平成 25 年度に新しく設置した組織は、下記のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【大学院】 

・薬学研究院附属産学官連携創薬育薬センター 

・芸術工学研究院附属応用知覚科学研究センター 

・農学研究院附属国際農業教育・研究推進センター 

 

【基幹教育院】 

・附属学生支援センター 

 

【学内共同教育研究施設】 

・水素材料先端科学研究センター（新設） 

・次世代経皮吸収研究センター（TDDS 研究センター）（主幹） 

・アジア埋蔵文化財研究センター（新設） 

・エネルギー基盤技術国際教育研究センター（新設） 

・キャンパスライフ・健康支援センター（組織改編） 

・アーキテクチャ指向フォーマルメソッド研究センター（主幹） 

・味覚・嗅覚センサ研究開発センター（新設） 

・持続可能な社会のための決断科学センター（新設） 

・３Ｄ／４Ｄ構造材料研究センター（主幹） 

・アジア太平洋未来研究センター（新設） 

・循環器病未来医療研究センター（主幹） ※(主幹)は主幹教授による先導的学術研究拠点 

【本部】 ・広報本部 

【推進室等】 ・産学官連携本部 ・同窓生連携推進室 ・広報戦略推進室 
 
【附置研究所】 ・生体防御医学研究所附属トランスオミクス医学研究センター 

・応用力学研究所附属自然エネルギー統合利用センター
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平成 25 年度の主な取組は、下記のとおりである。 

 

１．教育研究等の質の向上の状況  

 

（１）教 育  

 

○大学院教育の充実に向けた取組 

１）「地球社会統合科学府」の新設（年度計画 14-1） 

「惑星としての地球、地球をふるさととする生物、そして地球の上で生きる

人々の社会を学際的に、また統合的に分析し、来し方を明らかにし、現代社会

の課題に応え、未来社会の構築に貢献する」ことを目指し、20 年間の学際的

な研究教育に実績を持つ「比較社会文化学府」を母体として、平成 26 年４月

に新しく「地球社会統合科学府」を設置することとした。 

人類社会の要請に応え得る高度な専門的知識、地球社会的視野を有する人材

を養成するために、新たに教授・准教授５名を配置し、文理の枠を超えた幅広

い研究領域を六つのコース（包括的地球科学、包括的生物環境科学、国際協調・

安全構築、社会的多様性共存、言語・メディア・コミュニケーション、包括的

東アジア・日本研究）に編成し教育を行う。 

 

２）「持続可能な社会を拓く決断科学大学院ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」の採択（年度計画 14-1） 

文部科学省「博士課程教育リーディングプログラム（オールラウンド型）」

に採択された「持続可能な社会を拓く決断科学大学院プログラム」（法務学府

以外の全学府）において、環境・災害・健康・統治・人間の五つの重要課題に

対応する教育研究ユニットを、企業・行政・国際機関と構築し、専門分野の枠

を超えたグローバルな教育研究指導体制で学生の指導を行う体制を整備した。 

本プログラムの円滑な実施のため、「持続可能な社会のための決断科学セン

ター」を設置するとともに、平成 26 年１月に開設記念シンポジウム及び３月

に国際シンポジウムを開催した。 

後期からプログラム学生を募集し、プレゼンテーションセミナーを開講し、

科学的な問い方、人類の歴史と未来、人間の認知バイアスなどのテーマについ

て、プレゼンテーション・討論・レポート提出を軸とする教育を実施した。ま

た、平成 26 年１月にはプログラム学生が企画する屋久島合宿を実施するとと

もに、２月から３月にかけてバングラデシュ、カンボジア、ケニアの３ヶ国で

海外実習を実施する等の活動を開始した。 

 

○「基幹教育」に向けた取組（年度計画 15-1） 

幅広い知識や視野を育成すると同時に、生涯にわたって自律的に学び続ける

アクティブ・ラーナーとしての「学び方を学ぶ」、「考え方を学ぶ」ための姿勢

と態度（基幹）を育成する「基幹教育」を平成 26 年度から行うため、基幹教

育院を中心に各種の取組を実施した。（詳細は P14 の「基幹教育院の取組状況」

を参照。） 

 

○「卓越した大学院拠点形成支援補助金」への採択（年度計画 9-1） 

優秀な学生を引きつけ、世界で活躍できる研究者を輩出する環境づくりを推

進し、博士課程の学生が学修研究に専念する環境を整備するための必要経費を

支援する文部科学省「卓越した大学院拠点形成支援補助金」において、数理学

府「マス・フォア・インダストリ教育研究拠点」及び総合理工学府「新炭素資

源学」が採択された。両拠点において、国際的に通用する独創的で高度な研究

能力を有する博士課程の学生を育成するための取組を開始した。それぞれ企業

との共同研究への参画や海外研究者との交流、海外研究期間への長期インター

ンシップ等の取組を実施しており、それらを通じて学生の研究能力の育成が図

られた。 

 

○「九州大学リーディングプログラム」の開始（年度計画 14-1） 

俯瞰力と独創力を備え広く産学官にわたりグローバルに活躍するリーダー

を育成し、世界に通用する質の保証された学位プログラムの構築・展開を支援

する目的で、総長のリーダーシップの下、本学の自主財源による「九州大学リ

ーディングプログラム」の実施を決定した。 

本事業は、文部科学省の補助事業の枠組みにとらわれない本学独自の自由な

発想に基づく博士課程教育プログラムに対して経費措置（１事業の総事業費

は、年度あたり１億円を上限とし、原則、総事業費の２分の１程度の部局負担

額を計上）を行うもので、下記のプログラムが採択された。 
分野 学府 平成 25 年度採択プログラム 

生命健康 医学系学府 
総合コホートセンターを基盤とした新知見発掘の推進と国

際的人材（新世代コホート研究リーダー）育成プログラム 

多文化共生 

社会 

比較社会文 

化学府 

フューチャーアジア創生を先導する統合学際型リーダープ

ログラム 

数理学 数理学府 キーテクノロジーを牽引する数学博士養成プログラム 

 

○「科目のナンバリング」についての検討開始（年度計画 1-1） 

教育の質を保証し、教育のグローバル化に即した全学的な教育制度の整備を

行うとともに、学士課程の体系的なカリキュラムを更に可視化するために、教

育企画委員会において「科目のナンバリング」について検討を開始し、原案を

作成した。平成 27 年度の全学（学士課程）導入に向けて、平成 26 年度には各

学部でナンバリングの作業を進める予定である。 

 

○「GPA 制度」の見直し（年度計画 1-1） 

教育の質保証の観点から、「GPA 制度」の見直しを行い、グレードの意味の

明確化、GPA を卒業の目安にするなど教育活動への活用の促進、ルーブリック
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による成績評価の指針の提示等について改善を行った。平成 27 年度に新制度

を導入し、平成 28 年度の入学生から GPA2.0 を卒業の目安とするとともに、平

成 26 年度は各学部等向けに計 12 回 FD を実施し、新しい GPA 制度の趣旨につ

いて理解を深める予定である。 

 

○「セルフ・アクセス・ラーニングセンター（SALC）」の設置（年度計画 3-1） 

一人一人の英語力や英語学習のニーズに応じた学習支援を行うために、「セ

ルフ・アクセス・ラーニングセンター（SALC：Self-Access Learning Center）」

を平成 26 年４月に設置することを決定した。同センターには専門スタッフ及

び大学院生のチューターによる学習相談や留学相談の体制整備を行うととも

に、留学生と日本人学生が交流するコモン・エリアを設置し、学習コミュニテ

ィの形成に寄与するスペース整備も実施した。 

 

○「学生のパソコン必携化」に係る取組（年度計画 4-1） 

ICT を活用した学生の学習環境を更に強化するため、平成 25 年度の入学生

から個人のパソコンの必携化を実施したことを受け、新入生のためのパソコン

講習会を 46 回開催（新入生の 99％近くが参加）し、PC ソフトウェア（Microsoft

社 Office 及びウィルス対策ソフト）の無料提供、学内の無線 LAN 機器の増設

によるPC使用可能地域の拡大（アクセスポイント数1,856台、カバー率100％）

等の取組を実施した。 
また、中央、医学、伊都図書館において、無線 LAN に接続したパソコン及び

タブレット端末からの印刷サービスを提供できるよう、館内の複写機システム

に機能を追加し、平成 26 年４月よりサービス開始することとした。 

これらの取組により学生が個人の PC やタブレットで学内システムにアクセ

スし、いつでもどこでも自分のペースで自由に学習できる環境の充実が進んで

いる。 

 

 

（２）学生支援  

 

○「キャンパスライフ・健康支援センター」の設置（年度計画 20-1） 

学生生活に関することについて、より総合的・有機的に連携し各種支援を充

実させるため、平成 25 年４月に「健康科学センター」と「学生生活・修学相

談室」を統合し、新たに「キャンパスライフ・健康支援センター」を設置し、

学生相談室（５地区７箇所）と健康相談室（５地区６箇所）を設けた。精神科

医（准教授１名)、発達障害支援教員（教授１名)、学生支援コーディネーター

（助教１名）の３名を増員することとし（着任は平成 26 年４月）、従来以上の

学生相談・学生指導に携わる体制を強化した。平成 25 年度において本センタ

ーを利用した学生は、学生相談室 254 名、健康相談室 13,704 名であった。 

○本学独自の経済支援を実施（年度計画 20-1） 

本学独自の経済支援として、主に以下の取組を実施した。 
経済支援の取組 給付人数 給付金総額 

「九大特別枠奨学金」 

（対象：学業成績が特に優秀で、かつ、経済的困窮度が

高い２年次以上の学部学生） 

前期 20 人

後期 21 人

計 41 人

8,200 千円 

「授業料全額免除適格者に対する特別奨学給付金」 

（対象：授業料半額免除許可者のうち特に経済的困窮度

が高い者） 

前期 54 人

後期 54 人

計 108 人

1,080 千円 

「博士後期課程奨学金」 

（対象：特に優秀な博士（後期）課程の学生） 

継続 161 人

新規 130 人

計 291 人

145,500 千円 

九州大学基金支援助成事業「山川賞」 

（対象：人間性、社会性、国際性、専門性に対して優れ

た志を持ち、学業成績が優秀な学部学生） 

計 17 人 17,000 千円 

 

○基幹教育院附属「学生支援センター」の新設（年度計画 15-1） 

学生の「学び」を主体とした大学生活（入学時から就職まで、学生の学習意

欲の向上、学生生活の充実、進路・就職）を全学的な立場から総括的に支援す

る組織として、基幹教育院附属「学生支援センター」を設置した。大学関係者

（教員、職員、保護者、同窓生、有志等）が連携し、学習支援、生活・経済支

援、進路・就職支援を柱とした取組を展開していくために、まず平成 25 年度

は同センターが担う業務整理を中心に行い、この結果を基に平成 26 年度から

具体的な支援業務を実施して行くこととした。 

また、同センターの取組として掲げた学習支援、生活・経済支援、進路・就

職支援に関する情報提供及び学生支援の全般を推進、改善を促すことを目的

に、Web サイト「学生支援サイト」を整備・構築し、平成 26 年度から本稼働

することとした。 

 

 

（３）研 究  

 

○研究力強化促進に係る取組（年度計画 28-1） 

文部科学省「研究大学強化促進事業（事業費：約３億円）」に採択されたこ

とを受け、各種の取組を実施し、本学の研究力強化を促進した。取組の具体例

は以下のとおり。 

１）「研究活動基礎支援制度」の整備・実施 

研究力強化と研究環境の多様性を促進するために、若手研究者、女性研究者

及び外国人研究者を継続的に育成・支援する「研究活動基礎支援制度」を実施

した。同制度のもと、研究環境支援（研究補助者雇用経費支援 28 名、国際学

会派遣支援 11 名、論文校閲経費支援 19 名）を行うとともに、研究力向上のた
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めのスキルアップセミナー（Nature Open Access Seminar１回、英語論文執筆

セミナー４回、研究費獲得セミナー１回）を開催した。いずれの支援・セミナ

ーも被支援者・参加者の満足度は高く、論文執筆数の増加に繋がった。 

 

２）「研究者招聘・派遣プログラム」の実施 

本学研究者の海外派遣又は海外研究者の本学への短期招聘を通じて大学全

体の国際交流を深め、共同研究・パートナーシップ（協働）の促進を図るため

「研究者招聘・派遣プログラム」を実施し、14 件（招聘６件、派遣８件）の

計画に対し支援を行った。支援を受けた国内外の研究者等から非常に高い評価

を得るだけでなく、国際共同研究の立上げや国際共著論文の執筆に繋がるなど

の具体的な成果が得られている。 
 

３）海外の競争的研究資金の獲得に向けた取組 

海外の競争的研究資金の獲得に向け、学内における申請から獲得後の管理・

運営等の仕組みを構築し、申請・採択・実施に至る手続の学内支援窓口を明確

にするとともに当該手続フローを整備した。さらに、リスクマネジメントガイ

ドラインによるチェック体制の検討を開始した。また、EU や米国等の競争的

研究資金に関する調査・情報収集を行い、申請支援を行った結果、アメリカ合

衆国エネルギー省の競争的資金（予算規模４千万円）に１件応募（審査中）す

るとともに、欧州の新しい研究開発・イノベーション枠組プログラムである

EU の HORIZON2020（予算規模 38,000 ユーロ）に１件応募（審査中）した。 

 

○「学術研究推進支援機構（URA 機構）」の拡充（年度計画 28-1） 

本学の高度な学術研究活動を推進し支援する「学術研究推進支援機構（URA

機構）」において、海外研究者との交流・招聘、国際共同研究、国際共著論文、

海外からの研究資金獲得等を増加させるため、「国際法務室」と連携体制を構

築し、国際法務・リスクマネジメント等の機能を強化した。 

また、URA 機構に 14 名のリサーチ・アドミニストレーター（URA）を配置（昨

年度から４名増）するとともに、URA を第三の職としての雇用制度等に関する

基本方針を策定し、研究マネジメント人材の更なる定着を促進した。 

配置された URA は、文部科学省の博士課程教育リーディングプログラム、革

新的イノベーション創出プログラム、大学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業、

研究大学強化促進事業等への申請支援を行い、これらの事業に採択されるなど

成果を上げている。 

 

○「主幹教授制度」による研究活動の活性化（年度計画 30-1） 

専門分野において極めて高い業績を有し、かつ本学の研究戦略の先導的な役

割を担う者に対し、給与面での優遇、研究センターの設置、外国人研究者の雇

用経費等を措置する「主幹教授制度」において、平成 25 年度は新たに４名（合

計 44 名）の主幹教授を選考するとともに、同教授による先導的学術研究拠点

の設置（５件）と改編（２件）を行い、計 22 拠点へと拡充した。 

また、主幹教授として選考された後に、新たに大型の競争的資金を獲得した

７名の主幹教授に対し学内支援期間の延長を行うだけでなく、14 の先導的学

術研究拠点において 24 名の外国人教員を雇用するなど先導的研究への更なる

支援強化を実施した。 

さらに、先導的学術研究拠点を発展的に改組し学内共同教育研究施設に移行

しても、拠点に課せられる先導的役割を果たすため、全学的支援（支援金額：

年間 300 万円）を継続して行うことを決定した。 

 

○「共進化社会システム創成拠点」の設置（年度計画 24-1） 

10 年後を見通した革新的な研究開発課題を特定し、基礎研究段階から実用

化を目指した産学連携による研究開発を集中的に支援する文部科学省「革新的

イノベーション創出プログラム」に、本学の「共進化社会システム創成拠点」

が採択された。本拠点において、地球規模で進む環境変化、国際化、人口問題

等に対応できる持続可能な共進化（多様性の共生・進化）社会システムの創成

を目指し、ヒト／モノのモビリティ（移動・流通）を中心とした新たな都市の

OS（オペレーティングシステム）を科学技術イノベーション政策とマス・フォ

ア・インダストリに基づく新しいイノベーション手法などを用いて構築するた

めの活動を開始した。 

 

○「次世代燃料電池産学連携研究センター」の取組及び成果（年度計画 25-1） 

昨今のエネルギー事情や地球温暖化問題の抜本的な解決策の一つとして注

目される固体酸化物形燃料電池（SOFC）の本格的実用化を目指すために研究を

進めている「次世代燃料電池産学連携研究センター」（H24.1.1 設置）の施設

として、次世代型燃料電池の開発・早期実用化を可能とする世界初の本格的な

産学連携研究拠点となる研究施設が完成した。平成 25 年６月には、福岡県知

事、経済産業省大臣官房審議官、文部科学省大学技術移転推進室長をはじめ関

係者の参加のもと、同センターの開所式を開催し、燃料電池研究関連の最先端

研究設備の本格稼動を開始した。 

また、平成 25年度は約 15 社の民間企業と共同研究や公的プロジェクトを実

施し、産学連携による研究開発体制を更に拡充させた。特に、固体酸化物形燃

料電池の４万時間耐久性の実証が、当該分野の世界最高峰の国際学術誌

（Journal of the Electrochemical Society、H26.3）に産学共著で出版掲載

されるなどの顕著な成果を上げている。 

 

○「次世代蓄電デバイス研究センター」の取組（年度計画 25-1） 

再生可能エネルギーの普及や電動車両などの普及に対して、革新的な蓄電デ

バイス開発への社会的な強い要請を背景として、新しい蓄電デバイスを材料か
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らデバイスまで構築する「次世代蓄電デバイス研究センター（学内共同教育研

究施設）」を設置(平成 25 年２月)しており、平成 25 年度は現状の Li イオン二

次電池の性能を向上させる正極材料の開発や革新電池としてのデュアル炭素

電池、金属－空気２次電池の開発などを基礎から応用まで実施した。特に企業

との連携のもと、デュアル炭素電池については試作品を作成し、サンプル出荷

を行うなどの研究成果が出ている。また、センターとしては水素製造国際会議

の主催、国際共著論文を発表するなどの具体的な成果が得られている。 

 

○世界初「味覚・嗅覚センサ研究開発センター」の設置（年度計画 25-1） 

近年の食や環境のグローバル化に伴う種々の問題に対処するため、味覚と嗅

覚に関係するセンサ研究開発を領域横断的に行う世界初の研究拠点として「味

覚・嗅覚センサ研究開発センター（学内共同教育研究施設）」を設置した。味

のデータベースである食譜（食の譜面）、被災地で人を検知するための匂いセ

ンサ、五感を融合したセンサシステムの開発など、基礎研究からセンサ開発、

社会実装までの研究を行うもので、平成 25 年度は設立記念シンポジウム等の

活動を開始し、国際会議の企画を立ち上げると同時に、国際共著論文の執筆に

繋がるなどの具体的な成果が得られている。 

 

○「アジア埋蔵文化財研究センター」の設置（年度計画 14－1） 

本学に存在する学術的な価値のある埋蔵物を教育研究資源として活用する

とともに、アジアを視野に入れた埋蔵文化財の発掘、調査、分析、活用等に関

する文理融合の新たな研究体制を構築し、東アジアにおける埋蔵文化財の国際

研究拠点として「アジア埋蔵文化財研究センター（学内共同教育研究施設）」

を設置した。最先端精密分析装置を有した学内・国内・アジアの埋蔵文化財を

研究する機関として、文理融合の研究分野の開拓を目指している。 

平成 25 年度は、各種の研究プロジェクトを推進するとともに新たな精密分

析手法を確立し、古人骨歯牙の Sr 同位体比分析では人の移動実態の復元とそ

の方法の開発、石斧石材の精密分析では新たな使用石材の発見、胎土分析では

土器の生産・移動の様相把握などそれぞれのプロジェクトで成果が得られた。 

 

○「エネルギー基盤技術国際教育研究センター」の設置（年度計画 14－1） 

社会全体のエネルギー消費を抑制する効果的な材料・デバイス・システムの

開発研究拠点として「エネルギー基盤技術国際教育研究センター（学内共同教

育研究施設）」を設置した。蓄電・蓄熱技術、熱電変換・光電変換技術、IT と

住空間の省エネルギー技術に関する国内外の研究者の結集拠点を形成すると

ともに、自然エネルギー利用研究と連携してこれらの基盤技術の利用による問

題解決を目指しており、平成 25 年度は、大学改革活性化制度により２名の教

授が就任し、活動を始めた。個々の研究の進展を図るとともに、センター内連

携研究を企画し、新規有機電極の開発による次世代二次電池の開発、高性能炭

素材料の開発によるヒートポンプの開発を発表する等、成果が得られた。主催

（１回）、ならびに、炭素資源国際教育研究センターとグリーンアジア国際リ

ーダー教育センターとの共催（４回）で、国際シンポジウム・セミナーを開催

し、国内外からの招待講演者と学内研究者、学生との交流を図った。 

 

 

（４）社会連携・社会貢献  

 

○産学官連携イノベーションプラザ（ｻﾃﾗｲﾄｷｬﾝﾊﾟｽ）」の開所（年度計画 33-1） 

本学の各キャンパスの中間に位置する地の利を生かし、医工連携等の異分野

間の連携融合、地域産業界との連携を推進するために「産学官連携イノベーシ

ョンプラザ（旧 JST イノベーションプラザ福岡）」を開所した。 

同プラザには、本学の産学官連携の対外的窓口である「産学官連携本部（旧

知的財産本部）」が入居し、大学・公的研究機関・自治体等との協働を強化し

ている。また、産学共同研究に活用できるレンタルラボや本学の研究成果を自

由に鑑賞できる常設展示場も併設するなど社会連携の拠点として活動を開始

した。 

 

○「ICT を活用した見守りの街糸島」がスタート（年度計画 31-1） 

総務省「ICT 街づくり推進事業」に採択された「ICT を活用した見守りの街

糸島（本学と福岡県糸島市が連携して提案）」は、糸島市民に本学が開発した

IC カード（情報基盤技術 VRICS を採用した住民見守りサービスシステム）を

市民に提供し、防災訓練、安否確認、コミュニティバスサービス等に活用する

プロジェクトである。平成 25 年度は希望する市民約 25,000 人に IC カードを

配布し、原子力発電所の 30 ㎞圏内にある同市一貴山校区において土砂災害を

想定した防災訓練による実証実験を実施し、その正確性及び迅速性を確認した

ほか、小学校の登下校見守りや買い物弱者のための移動販売等への活用を開始

した。 

 

○世界の昆虫と会える「キッズミュージアムバス」を運行（年度計画 32-1） 

大学院芸術工学府プロジェクトチーム及び総合研究博物館は、西日本鉄道株

式会社と協力し、平成 25 年６月～９月まで「キッズミュージアムバス」を運

行した。日常の生活の中で身近に博物館の所蔵品に触れてもらうことをコンセ

プトに、子どもたちに博物館の楽しさを知ってもらうため、市内路線バス車内

に、本学総合研究博物館所蔵の昆虫約 20 種類の写真や解説を展示したもので、

一般市民に対し教育効果の高い標本や資料を展示した。 
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（５）国 際 化  

 

○「留学生の緊急時支援・医療支援制度」を導入（年度計画 36-1） 

外国人留学生が病気・事故等で緊急事態が発生した場合に、母国から家族を

呼び寄せ、また、留学生の母国への搬送等各種サービスや、緊急時以外でも留

学生が病気等で医療機関を受診する際の通訳サービス等を受けられる「留学生

の緊急時支援・医療支援制度」を導入した。本制度には、「緊急時費用保険 

（Emergency Expense Insurance）」と「メディカル アシスタンス サービス 

（Medical Assistance Service）」がある。平成 25 年度は急病で倒れた留学生

の家族を緊急時として呼び寄せるケースが発生し、家族との連絡、旅費・滞在

費の負担、病状説明・手術の同意書等書類作成時の通訳などをこの制度でカバ

ーすることができた。この制度を導入したことにより、留学生のみならず大学

教職員の負担も軽減することができている。 

本制度の導入に当たっては、支援に関し必要な事項を「外国人留学生等に係

る緊急時支援要項（総長裁定）」として定め、適切な運用を行っており、増加

する留学生等に係る受入体制の整備充実を進めている。 

 

○「アジア太平洋未来研究センター」を新設（年度計画 40-1） 

アジア太平洋共生の共通基盤となる独自の新学問分野を切り拓き、新たな政

策的アジェンダを提起する人文社会科学横断型の研究拠点「アジア太平洋未来

研究センター」を新設した。世界トップクラスのスタンフォード大学からスタ

ー級研究者（九州大学シニアアドバイザー）等を研究ユニットごと誘致するグ

ローバル型最先端研究施設であり、日米の二つの大学による研究センター共同

運営体制の構築と共同プロジェクトの推進の実施は、人文・社会科学分野にお

いては日本で最初の試みである。平成 25 年度は運営体制を整備し、次年度以

降の本格的な共同研究活動開始に向け準備を進めた。 

 

○「日韓海峡圏カレッジ」の充実・進展（年度計画 34-1） 

東アジアの次世代リーダーを育成する「日韓海峡圏カレッジ」（平成 23 年度

から実施し、延べ 480 名もの日韓の学生が参加）における実績を基盤として、

平成 26 年度から文部科学省特別経費により｢グローバル人材育成のための日

韓米『国際体験型』共同教育プログラム（アジア太平洋カレッジ）｣を実施す

る準備を進めた。日本の九州大学・西南学院大学・鹿児島大学の３大学、韓国

の釜山大学校・高麗大学校・延世大学校の３大学に米国のハワイ大学を加えた

３カ国７大学による２年間の「国際体験型」プログラムであり、次世代のリー

ダーシップを更に養成していくものである。 

 

○国際化に向けたシンポジウムの開催 

以下のシンポジウム等を開催し、本学の国際化に向けた知見の共有や課題解

決のための意見交換を実施した。 

１）｢九州大学教育国際化ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ－プロジェクトを超えて－｣（年度計画 34-1） 

文部科学省が進める大学教育改革の支援事業により、本学が展開している

「大学の世界展開力強化事業」、「グローバル 30」、「グローバル人材育成推進

事業」など、五つのグローバル人材養成プロジェクトに焦点をあて、平成 25

年 10 月、｢九州大学教育国際化シンポジウム－プロジェクトを超えて－｣を

開催した。学内関係者だけでなく他大学からの参加者もあり、各プログラム

の特徴ある取組や進捗状況、派生している問題点等について情報共有、意見

交換を行った。 

 

２）「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ 30 総括ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ～国際化で大学は変わったか」（年度計画 35-1） 

文部科学省グローバル 30 に採択された 13 大学合同で「グローバル 30 総

括シンポジウム～国際化で大学は変わったか」を、平成 26 年２月、福岡で

開催し、参加者数 410 名のもと、グローバル 30 の５年間の成果や課題につ

いて議論を行った。課題別セッションでの多彩な意見交換や、学生による活

発な議論が行われ、９割以上の参加者から、大学の国際化に向け有意義なも

のであったとのアンケート結果が得られた。 

 

○短期海外留学プログラムの参加学生の増加（年度計画 37-1） 

海外留学する日本人学生の増加に向け、交換留学説明会、短期留学説明会、

留学と就活・進路の相談会等、留学を啓発するイベント等を合計 16 回開催（合

計 465 人参加）するとともに、交換留学経験者（日本人学生）の留学体験発表

会を録画し Web 上で動画配信を行った。また、学生が主宰する留学や異文化交

流促進イベント「Language Table Q-dai」や「留学相談ランチアワー」等も合

計 66 回開催（累計 1,000 人以上参加）した。 

さらに、短期留学（派遣及び受入）を促進させる「平成 26 年度海外留学支

援制度（日本学生支援機構）」に申請し、短期派遣・短期受入れ・双方向協定

型を合わせて、合計 779 名分の短期留学（派遣及び受入）に関する奨学金を確

保した。 

こうした取組に加えて、本学独自の短期海外留学プログラム（１週間～４週

間程度）を各種実施することで、平成 25 年度は本学が主催（又は共催）する

短期海外留学プログラムへの参加学生は過去最高の 490 名となった。 

 

 

（６）附属図書館に係る状況  

 

○大学院生による学修支援体制の拡充 （年度計画 43-1） 

平成 24 年３月から中央図書館にて開始した大学院生等からなる図書館学習

サポーターによる学修支援体制を拡充し、平成 25 年度は伊都図書館及び嚶鳴
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天空広場 Q-Commons（８名）と医学図書館（４名）にサポーターを配置した。

サポーターの増強により、図書館職員とサポーターの協働による学修支援体制

が強化され、各館での学修相談に加えて、学修ガイド作成、理学部サークルと

の協働によるサイエンス・コミュニケーション企画（参加約 60 名）や試験対

策本展示企画等、学生の視点を取り入れた企画が進んでいる。 

 

○学術情報発信のための統合システムの構築 （年度計画 44-1） 

平成 25 年 12 月の図書館業務システムの更新を機に、貴重資料等の電子化画

像の提供システム（Infolib）、学内研究成果発信システムである機関リポジト

リ（QIR）の機能を統合し、新たな学術情報検索システムとして「世界の文献」

及び「九大コレクション」を公開した。この統合検索システムの構築により、

本学研究者の研究成果、学内に所蔵する図書・雑誌・電子書籍、図書館が電子

化した画像資料等、従来は個別に検索する必要があった資料群を統合的に検索

することが可能となり、本学の研究成果の発信力と多様な学術情報へのアクセ

ス環境を充実させた。 

 

 

（７）附属病院に係る状況  

 

○質の高い医療人育成の取組（年度計画 52-1） 

平成 25 年度から文部科学省の先進的医療イノベーション人材養成事業「未

来医療研究人材養成拠点形成事業」に採択され、包括的地域医療の中心を担う

「総合診療医」を育成するための教育プログラム・コース（平成 26 年度開始）

の設置準備等に取り組んだ。 

 

○臨床研究の推進のための取組（年度計画 49-1） 

平成 24 年度からの文部科学省「橋渡し研究加速ネットワークプログラム」

や厚生労働省「臨床研究中核病院整備事業」により、シーズ育成能力の強化、

恒久的な拠点確立や国際水準の臨床研究、医師主導治験の基盤整備を進めてい

る。 

さらに、平成 25 年 10 月に西日本地域の大学間ネットワーク（West Japan 

Academia TR network:WAT-NeW）や産業界とアカデミアの間を結ぶネットワー

ク（Asia-Pacific Research and Development Network:ARDENT）を構築して産

学官の TR 関連情報の共有化、臨床開発連携体制の整備に取り組んだ。 

 

○質の高い医療の提供に関する取組（年度計画 47-2，3） 

福岡県から小児救命救急センターの指定を受け、大学病院として初となる

「小児救命救急センター」を平成 25 年５月に開設し、北部九州地域の小児三

次救急医療の拠点として重篤小児救急患者の救命率の向上に貢献している。 

また、がん患者の在宅医療の質向上として、都道府県がん診療拠点である本

院のがんセンターが中心となって福岡・糸島医療圏内の医療機関などと、がん

患者支援ネットワークを構築した。さらに、がんの手術後に自宅療養する患者、

在宅医療の医療従事者が活用するための「がん医療・がん在宅医療ガイドブッ

ク（福岡版）」を平成 26 年３月に発刊した。 

 

○国際医療に関する取組（年度計画 48-1） 

アジア遠隔医療開発センターによる超高速ネットワークを利用した遠隔医

療システムの医療施設・大学との接続機関は、平成 26 年３月末現在、46 カ国

310 施設にまで拡充した。 

また、本院は国立大学附属病院長会議の将来像実現化 WG 国際化プロジェク

トチームの担当校として、情報通信技術を駆使した国際交流の推進における中

心的な役割を担っている。その中で、前述の遠隔医療システムを平成 25 年度

から順次、国内の 45 国立大学病院への接続の拡大を図っていく予定であり、

平成 26 年３月末現在で 36 国立大学病院との接続が完了した。 

 

○外部評価に関する取組（年度計画 50-1） 

検査部において、「ISO15189」の更新審査を受審し平成 26 年３月に認定され

た。また、薬剤部では「ISO9001」の定期審査を 11 月に受審し、安全で質の高

い医療の提供のため継続的に取り組んでいる。 

 

○経営改善に向けた取組（年度計画 54-1） 

経営改善方策として、増収に向けた取組では小児入院の診療体制を充実さ

せ、平成25年11月に小児入院医療管理料２から１に施設基準を変更した結果、

年額換算で約１億円の大幅な増収を確保できた。 

また、外来診療当日の検査結果を患者にフィードバックすることにより算定

が可能な「外来迅速検体加算」を各診療科に周知・徹底したことで、対前年度

比約２千万円の増収となった。 

さらに、診療体制の整備に向けた新たな取組として、「福岡県救急医療施設

運営等補助金（小児救命救急センター運営事業）」と「福岡県がん診療連携拠

点病院機能強化事業補助金（小児がん拠点連携事業）」を獲得し、小児救急・

小児がんの診療体制を充実した結果、小児救急患者の増加による増収を達成し

た。 

このような増収に向けての新たな取組や、手術件数及び病床稼働率の増加な

どにより、平成 25 年度の病院収入は 383 億円（対前年度比 20 億円増）となっ

た。 
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（８）共同利用・共同研究拠点に係る状況  

 

【生体防御医学研究所：「多階層生体防御システム研究拠点」】 

①拠点としての取組や成果 

・共同利用・共同研究拠点の中間評価に係る総合評価において、評価区分Ａを

受け、拠点の活動が概ね順調に行われている等の評価を得た。 

・多階層（ゲノミクス・エピゲノミクス、構造生物学、プロテオミクス、発生

工学）の新規技術開発の共同利用・共同研究を推進するため、公募により共

同研究課題 48 件を採択し、関連研究者 111 人が参加したほか、研究集会３

件を採択し、演者数 29 人による講演を行い（参加人数 212 人）、平成 25 年

度計画を達成した。 

・共同研究推進のための国際シンポジウムを２回、生体防御医学研究所（多階

層生体防御システム研究拠点）セミナーを計 30 回開催し、教員や学生の意

識向上を促進した。 

 

②研究所等独自の取組や成果 

・本学独自の「大学改革活性化制度」により、附属のトランスオミクス医学研

究センターにメタボロミクス分野の設置が認められ、共同研究体制を一層充

実させた。 

・新規設備としてトランスオミクス解析システム（平成 24 年度補正予算）を

導入して共同利用・共同研究への供用を始め、高感度細胞解析システム（平

成 25 年度補正予算）の措置により設備を充実させた。 

・福井宣規主幹教授（免疫遺伝学分野）が平成 25 年度科学技術分野の「文部

科学大臣表彰科学技術賞」を受賞した。(2013.4.8) 

 

【応用力学研究所：「応用力学共同研究拠点」】 

①拠点としての取組や成果 

・現代社会の喫緊の課題である「地球環境問題」と「エネルギー問題」の学術

的発展と社会への還元を目的に、平成 25 年度は、特定研究 33 件（サブテー

マはそれぞれ７件・12 件・６件・８件）、一般研究 68 件、研究集会 10 件を

全国 705 名の共同研究者の参加を得て実施した。 

・研究所経費にて、外国人研究者を代表とする「国際化推進研究」を設置して

おり、米国、ドイツ、中国、英国等から応募があった７件を採択し実施した。

個別課題の成果は全国共同利用研究成果報告として出版され、研究所の Web

サイトで公開した。 

 

②研究所等独自の取組や成果 

・研究成果の関連コミュニティ及び社会への発信、広報の取組として、大気環

境分野において中国からの越境環境汚染 PM2.5 の動態予測、海洋分野におい

て「海の天気図」の海況予報を実施している。 

 

【先導物質化学研究所：「物質・デバイス領域共同研究拠点」】 

①拠点としての取組や成果 

・平成 25 年度の拠点全体の共同研究として、ボトムアップ一般研究は、採択

数 441 件／応募 474 件、トップダウン特定研究は、採択数 52 件／応募 57

件であった。平成 23 年度から継続の拠点独自の取組として、東日本大震災

被災研究者への迅速な共同研究支援を講じた（５研究所全体で２件採択）。

また、年１回の活動報告会を開催した。 

・自然科学研究機構分子科学研究所が実施する大学連携研究設備ネットワーク

の活動に、本研究所教授が九州地区地域委員長として協力し、大学を超えた

研究設備の共同利用・共同研究を促進した。本ネットワークシステムには、

全国 12 地域、72 大学が参画し、研究設備の相互利用を進めており、本研究

所を始めとした拠点参加研究所の施設利用に活用されている。また、ネット

ワークの利用促進を目的とした地域共同研究を、長崎大学、佐賀大学、熊本

大学、大分大学、福岡教育大学、九州工業大学、鹿児島大学、琉球大学、及

び本学の他部局とともに実施した。また、佐賀大学にて X線単結晶構造解析

装置講習会、本研究所にて質量分析講演会を行い、技術のレベルアップを図

った。 

 

②研究所等独自の取組や成果 

・ボトムアップ一般研究は、採択数 70 件／応募 72 件、トップダウン型重点共

同研究は、採択数８件／応募９件であった。また、物質機能評価センターが

管理する機器分析器をより広く拠点研究活動に活用するため、施設利用 31

件を採択し研究支援を実施するとともに、トップダウン共同研究の年度報告

会を兼ねた研究集会を年３回開催し、延べ 29 人の参加があった。さらに物

質機能化学領域部会主催の研究集会「フッ素が切り拓く新材料科学」を開催

した。 

・大学連携研究設備ネットワークの活動では、10 大学より依頼分析 49 件を行

った。 

 

【情報基盤研究開発センター：「学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点」】 

①拠点としての取組や成果 

・大規模情報基盤を利用した学際的な研究を対象として、共同研究を公募し、

55 件の応募の中から課題審査委員会による審査の結果 44 件（72 共同研究拠

点）が採択された。 

・平成 25 年度にはシンポジウムを１回開催した。前年度に実施された共同研

究課題 35 件の研究成果を口頭発表で報告し、平成 25年度に採択された課題

44 件の研究内容をポスターセッションで紹介する形で研究代表者との意見
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交換を行った。 

・ネットワーク型拠点の特徴を生かした複数拠点型の共同研究を推奨し拡大す

ることを目的に、第１回ネットワーク型学際研究シンポジウムを開催した。 

 

②研究所等独自の取組や成果 

・スーパーコンピュータシステム、高性能演算サーバシステム及び高性能アプ

リケーションサーバシステムにより、1,484 名（学外 1,160 名、学内 324 名）

の利用者に大規模計算サービスを提供している。一般共同研究として、本セ

ンター独自の「先端的計算科学研究プロジェクト」の公募を行い、14 件を

採択した。また、東京大学を中核拠点とする学際大規模情報基盤共同利用・

共同研究拠点において共同研究を公募し、本センターの教員を共同研究の相

手先に指定した課題が９件採択された。 

・「全国共同利用運営委員会」（学外委員 17 名、学内委員 14 名）をはじめ、「計

算委員会」、「公募型プロジェクト審査委員会」、「民間利用審査委員会」を設

けている。また、最先端の大規模計算機システムによる良質で安定したサー

ビスを提供するため、「HPC 事業室」を組織し、センター教員と情報システ

ム部職員が共同で業務にあたる体制を構築している。 

・各種システムの利用方法に関する情報を提供するための講習会を 14 回、次

世代コンピューティング技術に関するフォーラム、大規模計算環境に向けた

最新技術に関する講演会及びその他の最新動向に関するチュートリアルを

計３回開催した。 

 

【マス・フォア・インダストリ研究所：「産業数学の先進的・基礎的共同研究拠

点」】 

①拠点としての取組や成果 

・公募制の共同利用研究として研究集会(I)２件、研究集会(II)２件（(I),(II)

の区別は予算規模による）、短期共同研究４件を実施した。参加者は研究集

会(I)95 名、研究集会(II)49 名、短期共同研究 69 名、合計 213 名。 

・拠点キックオフミーティングとして「日本の数学の産業／諸科学との連携と

発展を目指して」を開催した（参加者 86 名）。 

・国際会議「Forum Math-for-Industry2013—The impact of applications on 

mathematics」を開催（参加者 164 名）した。 

・研究所の発行する「MIレクチャーノート」に４編の会議録を出版した。 

 

②研究所等独自の取組や成果 

・英文学術誌「Journal of Math-for-Industry」を機関レポジトリとして刊行

した。 

・会議録、講義録として「MI レクチャーノート」を刊行した。 

・IMI コロキウム：産業界の研究者による、技術開発等における数理的課題に

関する毎月定例の講演会を開催した。 

・博士後期課程の大学院生の（海外を含む）長期インターンシップを運営した。 

・産業界における数学的問題の解決や、数学を軸にした産業界との共同研究・

連携活動の種の発見とその芽の育成を目的として、スタディグループ・ワー

クショップ（産業界の研究者に数理的課題を提示してもらい、興味を持った

学生・数学研究者が数日間集中して問題解決を図る）を毎年開催している。 

 

 

（９）国際研究所に係る状況  

 

【カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所（I2CNER）：WPI 拠点】 

○研究等に係る取組 

・I2CNER 所属研究者による論文数、外部資金獲得額とも学内合計の 14％を超え

ており、Nature、Science への論文掲載も４報に上るなど高い研究成果を上げ

ている。 

・共同研究のための研究者交流として、１週間を超える外国人研究者の滞在を

40 回、日本からの訪問を 15 回行うなど、相互に活発な交流を実施した。 

・本拠点のサテライトを置く米国イリノイ大学、外国人主任研究者が所属する海

外の拠点等と連携して、研究者の交流、共同研究、国際アウトリーチ活動等を

多数実施した。これらの最先端の研究活動の実績を受けて、イリノイ大学と本

学の間で、平成 26 年度に大学間交流協定を締結し、連携体制の更なる強化を

図ることとなった。 

・東京都内でクローズドの企業セミナーを実施し、エネルギー関連企業等 21 社

が参加するなど、研究活動と共同研究の促進を図った。これらの取組の結果、

企業との共同研究の数は 70 件に上っている。（本セミナーの計画は H25 年度

で実施自体は H26.4.11） 
 

○学内制度等の改革・充実による各種取組 

・学則を改正し、WPI を学内の正式な部局として位置付け、WPI プログラム期間

にとらわれない恒久的な組織であることを明確にした。 
・教授会通則、研究所規則を改正し、WPI の趣旨である所長のトップダウンによ

る意志決定の方式を踏まえた、これまでの教授会の概念とは大きく異なる教授

会を I2CNER に設置した。これは所属員の意識改革を促すとともに、我が国の

教授会制度の在り方に一石を投じる大きなシステム改革である。 
・教員が一定期間派遣先部局の教育研究等に専従する「教員の学内派遣制度」を

活用し、工学研究院から９名の主任研究者を I2CNER の専任教員とし、組織の

専任割合を増やした。 
・特定プロジェクト教員が、学府等に講座を設置することで、教育研究の進展及

び充実に資することを目的とする「特定教育研究講座」を活用し、工学府・工
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学部及び統合新領域学府オートモーティブサイエンス専攻において、組織とし

て教育（グローバル 30 の授業等を担当）を開始した。 
 

○シンポジウム・ワークショップ等の開催 

・毎年、WPI の他拠点と連携して、米国科学振興協会総会（AAAS）等国内外のシ

ンポジウムにおけるアウトリーチ活動を行っているが、米国 DOE 長官が日米の

研究者連携の成功例として I2CNER を紹介するなど、海外における I2CNER の認

知度及び知名度が向上している。 
・Annual International Symposium として、「I2CNER & Act-C Joint Symposium」

を（(独)科学技術振興機構（JST）先導的物質変換領域（ACT-C）と共同で主催

し、国内外から 200 名の研究者の参加を得た。 
・年３回和英の広報誌を発刊し、広く継続的に本研究所の活動について国内外に

広報している。 
 

○施設の充実 

・優秀な研究者が集う「場」を形成し、異分野融合研究を促進するため、第二

研究棟の設計に着手し、オープン・ラボやオープンスペースの交流スペースを

設置することとした。 

・補正予算等で最先端の装置を導入し、WPI として世界最先端の研究環境の整備

充実が進んでおり、これらの装置を使って実験・測定を行うため、他機関の

研究者が本学を訪問する回数が増加している。 

 
 

 

２．業務運営・財務内容等の状況  

 

（１）業務運営の改善及び効率化 

○大学改革活性化制度について（年度計画 56-1） 

平成 23 年度から開始した、本学独自の自立的な改革スキーム「大学改革活

性化制度」において、平成 24 年度に採択された改革計画 10 件及び平成 25年

度に採択された改革計画 10 件について、進捗状況の確認を行った。（詳細は

P25 の同項目を参照） 

 

○「新たな年俸制」の導入（年度計画 57-1） 

魅力ある年俸制給与体系とメリハリある業績評価体制の一体的構築により、

組織の活性化及び多様な人材を確保することを目的として、承継職員に対して

年俸により給与を支給できる「新たな年俸制」を平成 26 年４月から導入する

ことを決定した。（詳細は P25 の同項目を参照） 

 

○「職員の早期退職募集制度」の導入（年度計画 57-1） 

組織構成及び年齢構成の適正化を図ることを目的として、平成 25 年 10 月、

「職員の早期退職募集制度」を導入した。（詳細は P25 の同項目を参照） 

 

（２）財務内容の改善 

○リサーチ・アドミニストレーター（URA）の配置（年度計画 62-1） 

「学術研究推進支援機構」に、競争的研究資金獲得に向けた企画から申請ま

での業務を担う 14 名（平成 24 年度から４名増）の「リサーチ・アドミニスト

レーター（URA）」を配置し、外部資金の獲得のための体制を強化した。（詳細

は P30 の同項目を参照） 

 

○学内予算配分方針の見直し（年度計画 62-1） 

学内資源の再配分の最適化を図り、更なる外部資金の確保に寄与する組織基

盤の強化に資する取組を行った。（詳細は P30 の同項目を参照） 

 

○効果的な資産運用に向けた取組（年度計画 65-1） 

資金運用においては、学内資金の収支状況の分析を行い、運営費交付金の入

金予定等を踏まえた詳細な資金繰り計画を策定し、滞留資金を圧縮することに

より効率的な運用を実施した。（詳細は P31 の同項目を参照） 

 

（３）自己点検・評価及び情報提供 

○「九州地区大学 IR 機構」の取組（年度計画 67-1） 

本学が中心となり平成 24 年度に発足させた「九州地区大学 IR 機構」におい

て、評価・IR 研究会（３回）、SD セミナー（４回）、統計分析技能等の研修会

（１回）を開催するとともに他大学への訪問調査（３回）等を行い、九州地区

の国立大学全体で、点検・評価を通じて教育研究活動の改善を促進する体制の

充実を進めている。（詳細は P34 の同項目を参照） 

 

○IR 人材育成を目的とした「大学院共通教育科目」を開講（年度計画 67-1） 

我が国で初めての取組として、IR（Institutional Research）人材育成に関

する科目「大学経営と IR」と「IR データ収集・管理論」の２科目（大学院共

通教育科目）を平成 25 年度後期より開講した。（詳細は P34 の同項目を参照） 

 

（４）キャンパス整備・その他業務運営 

○伊都キャンパス：「椎木講堂」の完成（年度計画 69-1、71-1） 

三洋信販株式会社創業者の椎木正和様から本学の創立百周年を機に御寄附

いただいた「椎木講堂」が、平成 26 年２月、伊都キャンパスに完成した。（詳

細は P40 の同項目を参照） 
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○「広報本部」の設置（年度計画 77-1） 

本学が国内及び世界の教育研究拠点として更に飛躍していくため、「広報」

という切り口から大学の戦略的な運営を支援する体制を構築するため、平成

26 年１月に総長を本部長とする「広報本部」を設置した。（詳細は P41 の同項

目を参照） 
 

 

 

３．戦略的・意欲的な計画の取組状況  

○「基幹教育院」の取組状況 

１）教員の採用・配置状況 

基幹教育院の体制整備として、国内外に広く公募を行い、延べ 1,000 名を超

える応募者の中から、平成 25 年度は 40 名の教員を採用（国立大学改革強化推

進補助金を活用した外国人教員の採用２名と、海外の大学等で外国語での教育

研究経験等を有する者の採用８名を含む。）、または学内異動により配置した。 

これにより、平成 23 年 10 月 1 日の設置以降、下記表に示すとおり、新規採

用、または各部局等からの学内異動により、総勢 73 名の体制を整備した。 

 

（教員の採用・異動状況） 
・総長裁量による新規採用（国内外から公募） 38 名（２名） 

・各部局からの学内異動 35 名（１名） 

※（ ）内は外国人教員数で内数 

※うち１名は、平成 27 年４月１日着任予定。 

 

（教員の配置状況） 
・教育企画開発部 教授３名、准教授３名 

・特別プログラム推進部 教授２名、准教授１名、助教１名 

・教育実践部 教授 15 名（２名）、准教授 18 名（１名）、助教 11 名 

・入学者選抜方法開発部 教授１名、准教授１名 

・学修・健康支援開発部 教授７名、准教授７名、講師１名、助教１名 

合 計 教授 28 名、准教授 30 名、講師１名、助教 14 名 

※（ ）内は外国人教員数で内数 

 

２）カリキュラムに係る取組状況 

平成 26 年度から始まる基幹教育で新たに開講する特徴的な科目「基幹教育

セミナー」と「課題協学科目」をそれぞれ試行的に開講した。 

「基幹教育セミナー」では、学びへの問い、異なる学部の学生同士の対話、

自己省察等を通じて学びの態度を養うことを目的に少人数のディスカッショ

ンやプレゼンテーションを中心とした演習を、「課題協学科目」では、現代社

会の課題を文・理の複数の教員による解説、学生同士のチーム学習等により、

学問的アプローチや自主的学習の姿勢を身に付けることを目的に講義と協同

学習を組み合わせて実施した。 

それぞれ、学生へのアンケートの分析、実際に授業を実施した教員の体験、

さらには授業のビデオ録画の分析をもとに、平成 26 年度に授業を担当する教

員に対し FD を実施し、基幹教育の開始に備えた。 

英語については、より高度な英語運用能力を着実に習得できるようにカリキ

ュラムを体系化し、学生個人のニーズに対応した自律学習支援のため「セル

フ・アクセス・ラーニングセンター（SALC）」を平成 26 年度から設置すること

とした。（SALC についての詳細は P6 の同項目を参照。） 

他の科目については、基幹教育の各科目区分の目標・目的により、従来の科

目内容を見直して、共通シラバスを新たに作成し、一部の科目においては共通

教科書の作成を行っている。これらのように新たなカリキュラム理念のもと、

基幹教育の開始に向けた準備を行った。 

 

（基幹教育の主なカリキュラム） 
基幹教育セミナー 課題協学科目 言語文化科目 

文系ディシプリン科目 理系ディシプリン科目 健康・スポーツ科目 

総合科目 高年次基幹教育科目 新英語教育(Q-LEAP) 

 

３）各種委員会での審議状況 

基幹教育に関する全学出動体制の新しいルールを全学の委員会である「教育

審議会」及び「教育企画委員会」において決定し、それに基づき平成 26 年度

の基幹教育担当教員を決定した。 

また、基幹教育に関する全学的な審議体制を構築するため、「教育審議会」

のもとに新たに「基幹教育委員会」を設置した。同時に、基幹教育院と各学部

からなる「基幹教育実施会議」（基幹教育における時間割の作成や授業アンケ

ートの実施等の実務面を審議）、授業担当者からなる「科目実施班」（各科目の

教育内容の審議や教材開発等を実施）、「科目実施班連絡会議」（科目班間の調

整）を設置し、基幹教育に係る準備を行った。 

 

４）履修要項等の刊行状況 

基幹教育に係る各種要項等を定め、新入生等への配布に向け準備を進めた。 

・平成 26 年度 基幹教育履修要項 

・平成 26 年度 基幹教育科目ガイドブック 

・平成 26 年度 基幹教育科目授業時間割 

・平成 26 年度 基幹教育科目担当教員要項 

・基幹教育の紹介広報誌「Kyushu University Arts and Science」 

・基幹教育院 高校生向けパンフレット 
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５）施設の整備状況 

平成 26 年２月に基幹教育院棟（センター３号館）の建設が伊都キャンパス

に完了した。基幹教育院所属の教員の教育研究スペースを確保し、基幹教育実

施に向けた施設面での整備を行い、基幹教育の中核を担う教員が集結した。 

 

６）事務支援体制の状況 

基幹教育院の運営と基幹教育の実施を支援する事務体制として、学務部学務

企画課の一部、学務部全学教育課及び伊都共通事務部総務調整課の一部を再

編・統合し、学務部に新たに「基幹教育課」を新設した。また、基幹教育院及

び基幹教育を主として担当する「学務部次長」のポストを新設した。「基幹教

育課」には、基幹教育の教務担当係のほか、会計担当係、運営支援担当係を一

元的に組織し、基幹教育院の運営と基幹教育の実施を円滑に進める事務支援体

制を整備した。 

 

７）学生支援センターの設置 

基幹教育院の附属組織として学生支援センターを設置した。（詳細は P6「基

幹教育院附属学生支援センターの新設」を参照） 

 
  

 

４．「今後の国立大学の機能強化に向けての考え方」を踏まえた取組状況  

 

○社会の変化に対応できる教育研究組織づくり（学内資源再配分の取組） 

１）大学改革活性化制度 

各部局に配置される教員ポストの上限１％を原資とし、大学の将来構想に合

致した部局ごとの改革計画を募り、優先度の高い改革計画を全学委員会等で審

査・選定し、当該計画の実施に必要な教員ポストを再配分する「大学改革活性

化制度」において、社会のニーズに対して迅速かつ柔軟に教育研究組織づくり

を促進。（詳細は P25「大学改革活性化制度について」を参照） 

 

２）大学改革推進経費 

大学改革を全学的に推進するためのインセンティブ経費を留学生の受入状

況、科研費の採択状況等の客観的な指標に基づき、各部局へ配分しており、財

政面から社会の変化に対応した教育研究を支援。 

 

３）５年目評価・10 年以内組織見直し制度 

  組織の自律的な変革を促進し、本学における教育研究の一層の発展・充実を

目指す「５年目評価・10 年以内組織見直し制度」において、研究院をはじめ

とする部局、学内共同教育研究施設等の点検・評価を継続的に実施。 

４）戦略的スペースの確保 

全学・部局戦略スペース 63,087 ㎡（教育研究スペース全体の 11％程度）を

戦略的に確保し、スペース面でも社会の変化に対応した教育研究組織づくりを

促進。 

 

○人事・給与システム改革（より柔軟で魅力ある人事給与システムの構築） 

１）年俸制 

組織の活性化及び多様な人材を確保することを目的として、承継職員に対し

て年俸により給与を支給できる「新たな年俸制」を平成 26 年４月から導入す

ることを決定し、２千万円級の給与が支給可能な魅力ある年俸制給与体系を構

築。(詳細は P25「新たな年俸制の導入」を参照) 

 

２）クロス・アポイントメント 

本学と他機関の間で出向契約や協定等を締結し、双方の身分を有しつつそれ

ぞれの業務を行う「クロス・アポイントメント」を教職員で一部実施。 

 

３）教員業績評価 

平成 20 年度より３年間のサイクルとして教員業績評価を実施し、平成 26

年度には第２回目の評価を実施する。部局長は評価結果を所属教員の昇給・昇

任の指標等に活用。 

 

○ガバナンス機能の強化（教員の選考等の見直し） 

１）総長像を明確化 

平成 26 年９月 30 日に現総長の任期が満了することに伴い、総長選考会議が

「次期九州大学総長に求められる資質・能力、ミッション、取り組むべき課題」

（次期総長像）を提示した上で総長選考を実施。 

 

２）役員会における教員人事 

基幹教育院の教員については、役員会において審議の上採用を決定。平成

25 年度末までに総勢 73 名の教員を基幹教育院に配置。 

 

○国際水準の教育研究の展開・積極的な留学生支援（教育・研究体制のシステ

ム改革） 

１）基幹教育院 

生涯にわたり自律的に学び続けるアクティブ・ラーナーを養成する基幹教育

を平成 26 年度から開始。教員には国立大学改革強化推進補助金を活用し外国

人教員等を増員するなど英語の授業を増強。（詳細は P14「基幹教育院の取組

状況」を参照） 
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５．「ミッションの再定義」の結果を踏まえた分野ごとの取組状況 

 

○医学分野 

・大規模なコホートデータとオミクスデータを融合し、世界でも類をみないより

精度の高い新世代コホート研究を展開するため、これまで本学で整備してきた

大規模コホート群を総括する「総合コホートセンター」を平成 26 年４月に設

置（教授６名、准教授３名、講師１名、助教６名の教員を配置）することとし、

新知見発掘の推進と国際的リーダーの育成を開始。〔医学研究院〕 

・文部科学省「未来医療研究人材養成拠点形成事業」に採択された「イノベーシ

ョンを推進する国際的人材の育成」プログラムを実施。福岡県内４大学（九州

大学、福岡大学、久留米大学、産業医科大学）において医療イノベーション推

進人材養成協議会を設置し、双方向性教育システムの構築や教員雇用等に着

手。医療イノベーションに強い志を有し、国際競争に勝ち抜く人材育成を推進。

〔医学研究院〕 

・「免疫学等の生体防御機構に関する先端的研究（多階層オミックス研究等）」を

推進するため、生体防御医学研究所に附属トランスオミクス医学研究センター

を設置し、統合オミクス分野（新設）の教員３名を採用。さらに、トランスオ

ミクス解析システムと高感度細胞解析システムを導入して設備充実を図り、多

階層のオミクスデータから得られた情報ネットワークを整理・統合するトラン

スオミクス解析の研究体制を整備。〔生体防御医学研究所〕 

 

○工学分野 

・「頭脳循環のためのオープン・イノベーション人材育成プログラム」（H24-）、

「卓越した大学院拠点形成支援補助金」（H24-25）、「大学の世界展開力強化事

業」（H24-）、「博士課程リーディングプログラム」（H24-）などの教育プログラ

ムを推進。世界各地で、学部・学府学生の海外武者修行（海外語学・イノベー

ション研修）を実施し国際化人材の育成を推進。〔工学部、工学府〕 

・工学部に四つの学士課程国際コース（H22.10-）、工学府の全専攻（H23.10-）

に国際コースを設置。また、スウェーデン Lund 大学工学部とのダブルディグ

リープログラム（H22-）を実施するなど、国際的に保証された質の高い教育を

推進。〔工学部、工学府〕 

・水素や蓄電などの次世代エネルギーや物質循環システムの構築を推進する四つ

の戦略的センターを平成 25 年度に新たに設置。計 16 の学内共同教育研究施設

と３の附属センターを運用し、特色ある先導的研究を展開。〔工学研究院〕 

・大学の世界展開力強化事業（H24-28）、東アジア環境ストラテジスト育成プロ

グラム（H22-26）、JICA のアフガニスタン国未来への架け橋・中核人材育成プ

ロジェクト（H23-27）などを実施し、環境・資源・エネルギー・物質材料など

２）主幹教授制度 

専門分野において極めて高い業績を有し、かつ本学の研究戦略の先導的な役

割を担う「主幹教授」に対し、プロジェクト名を冠した拠点（センター）の設

置や外国人研究者雇用の経費支援を行うとともに基幹教育へも参画する等、教

育研究体制の改革を実施。（詳細は P7「主幹教授制度による研究活動の活性化」

を参照） 

 

３）学術研究推進支援機構（URA 機構） 

本学の高度な学術研究活動を推進し支援する「学術研究推進支援機構（URA

機構）」に研究戦略の企画立案から知的財産の管理活用までを一体的に担うリ

サーチ・アドミニストレーター（URA）を平成 24 年度から配置し、複数のプロ

ジェクト採択に大きく貢献。平成 25 年度は「産学官連携本部」（産学官連携と

知的財産の創出・取得・管理・活用を実施）や「国際法務室」（外国の機関等

との渉外、契約等に伴う法務の支援を実施）との連携を通して教育研究の支援

機能を拡大。（詳細は P7「学術研究推進支援機構（URA 機構）の拡充」を参照）

 

４）産学官連携イノベーションプラザ（サテライトキャンパス） 

伊都キャンパスと他キャンパスの中間に位置する利点を生かし医工連携な

ど、異分野間の連携融合、地域の産業界との連携を推進する産学官連携イノベ

ーションプラザを開所。（詳細は P8「産学官連携イノベーションプラザ（サテ

ライトキャンパス）の開所」を参照） 

 

５）外国人留学生・研究者サポートセンター 

五つのキャンパス（七地区）に専属のスタッフを配置し、外国人留学生や研

究者の受入前、受入後、日常的支援に至るきめ細かいサポートを実施。平成

25 年度は同センターにおいて 14,560 件の相談に対応。 
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の学際理工学分野において、アジアを起点とした国際連携の先導的な拠点形成

を推進。〔工学研究院〕 

・近年の食や環境のグローバル化に伴う種々の問題に対処するため、味覚と嗅覚

に関係するセンサ研究開発を領域横断的に行う世界初の研究拠点として「味

覚・嗅覚センサ研究開発センター（学内共同教育研究施設）」を設置。同セン

ター長の都甲主幹教授が紫綬褒章を受章。〔システム情報科学研究院〕 

・「ICT を活用した見守りの街糸島」が総務省 ICT 街づくり推進事業に採択（H25）。

「市民が安心して暮らせる便利な街づくり」を目指して糸島市と協力し研究・

開発を推進。〔システム情報科学研究院〕 

・文部科学省「革新的イノベーション創出プログラム（COI STREAM）」に採択さ

れた九州大学共進化社会システム創成拠点（九州大学 COI 拠点）において、

ヒト/モノ・エネルギー・情報のモビリティによる多様で持続的な社会の構築

に向けた研究を推進。〔システム情報科学研究院〕 

・国際化拠点整備事業費補助金（大学の世界展開力強化事業）「エネルギー環境

理工学グローバル人材育成のための大学院協働教育プログラム」（H23 年度）、

大学改革推進等補助金（リーディング大学院構築事業費）「グリーンアジア国

際戦略プログラム」（H24 年度）等を獲得し、アジアを拠点とした国際連携の

先導的な理工学融合教育研究拠点の形成を推進。〔総合理工学研究院〕 

・「国費外国人留学生の優先配置を行う特別プログラム」において「Brain 

Circulation －アカデミック育成のためのグリーン理工学国際コース」（H25

年度）を獲得し、教育研究拠点機能の更なる向上を推進。（総合理工学研究院）

・芸術工学府及び芸術工学部の学生が、「2013 アジアデジタルアート大賞展

FUKUOKA」においてアジアデジタルアート大賞／総務大臣賞／福岡県知事賞を

受賞。また、「せんだいデザインリーグ 2014 卒業設計日本一決定戦」において、

日本一位（最優秀賞）と日本三位を受賞。〔芸術工学部、芸術工学府〕 

・平成 25 年度文化庁「大学を活用した文化芸術推進事業」に採択され、劇場・

音楽堂で活躍する実務家に対し、芸術、マネジメント及び工学という三つの観

点について全 12 回にわたる科目を開講。人間国宝狂言師 野村萬氏をはじめ各

分野で活躍の多彩な講師陣によるリカレント教育を実施。〔芸術工学部、芸術

工学府〕 

・デザインの基礎研究として「知覚科学」という学際的な研究分野を確立し、世

界的な拠点を目指す「応用知覚科学研究センター」を平成 25 年４月１日に設

立。〔芸術工学研究院〕 

・幅広い視野を持つ人材育成を目指した著名自動車会社のトップによるオートモ

ーティブサイエンス概論、実践的な専門人材を育成するための長期インターン

シップ、グローバル化に向けて英語でのプレゼンテーションを行う国際コミュ

ニケーション演習などの必修科目を実施。さらに、専門分野の演習を通じて主

専攻・副専攻制度の実質化を促進。〔統合新領域学府オートモーティブサイエ

ンス専攻〕 

・風力エネルギー利用に関する技術開発では、これまでにレンズ風車発電性能で

世界最高効率を達成し、第１、２期科学技術基本計画 2001-2008 公的機関研究

成果のベスト 39 に選出。「風レンズ技術による高効率風車の開発」が、平成

25年度の第11回産学官連携功労者表彰 環境大臣賞を受賞。〔応用力学研究所〕 

・風力と太陽光の複合利用研究では、基盤研究(A)「創風および集風型のウイン

ドソーラータワーに関する開発研究」（平成 24-26 年度）を実施し、従来のソ

ーラータワーの６倍という発電効率を達成。〔応用力学研究所〕 

・太陽エネルギー利用に関する技術開発では、マクロからミクロスケールまでを

網羅した半導体の結晶成長に関する実験・数値シミュレーション研究を実施

し、次世代太陽電池用高純度大型結晶成長技術で世界一の性能を達成。〔応用

力学研究所〕 

・海洋エネルギー研究では、世界初の洋上浮体式複合自然エネルギーファームに

より、海上風による風力発電の有効性を実証。〔応用力学研究所〕 

・核融合力学分野では、非平衡極限プラズマの学術基盤構築と高温プラズマの定

常化に関する研究を推進。科学研究費の「核融合学」採択費は全大学で１位。

〔応用力学研究所〕 

・核融合研究では、高温プラズマの定常化研究で世界をリードし、核融合実験装

置の長時間定常運転で世界一の記録を達成。平成 25 年度にプラズマ・核融合

学会論文賞を受賞。〔応用力学研究所〕 

・炭素資源学、ソフトマテリアル化学分野の強みと特色を活用して、国内外で活

発な共同研究を実施するとともに、その先端研究施設・設備を広く産官学にお

ける研究者の共同利用に提供。また、ネットワーク型「物質・デバイス領域共

同研究拠点」、「ナノマクロ物質・デバイス・システム創製アライアンス」、外

国人客員研究員などの研究所独自の取組を活用し活発な共同研究を実施し、

Nature Communications などの高いインパクトファクターの雑誌に研究成果を

報告。特に産学連携共同研究は本学全体の８％強を実施し、多くの特許を出

願・取得。〔先導物質化学研究所〕 

・科学技術振興機構(JST)戦略的創造研究推進事業 CREST に「省メモリ技術と動

的最適化技術によるスケーラブル通信ライブラリの開発」（研究費総額：約２

億９千万円）が採択され、最先端の省メモリ技術と自律的な通信最適化技術を

用いて研究開発を推進。〔情報基盤研究開発センター〕 

・全インターネットアドレス空間のフルルートの収容と優れた省電力性および不 

正なトラフィックに対する高度なセキュリティ機能を有する 100 ギガビット

対応の次世代型ハイエンドルータを、企業と連携して導入。機能拡張をしなが

ら、全学の教育、研究環境はもちろん、外部研究機関との間で大容量データの

交換を必要とする HPC、ゲノム研究、高エネルギー物理等の先端的な eサイエ

ンス研究分野の情報基盤を構築。〔情報基盤研究開発センター〕 
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  ○理学分野 

・理学研究院化学部門に「統合分析・生物化学研究特区」を設置し、バイオイン

テグレーテッドケミストリーという先端で学際的な学問領域創成を開始。さら

に、特色ある基礎科学研究として評価の高い物質物理系の量子ナノスピン物性

研究と生命系の統域生命科学研究を融合した革新的ニューロ演算に向けたス

ピンニューロサイエンス研究拠点形成にも着手。〔理学研究院〕 

・世界最大の地磁気観測網 MAGDAS を活用した宇宙天気研究を推進。平成 25年度

は、特に極域から赤道域への電磁エネルギー伝搬経路形成に関する理論モデル

の構築とその実証的解明にフォーカスし、その成果は計７編の学術論文、６編

の海外国際会議招待講演にて公開。また、国連と連携した国際スクール、各国

からの若手研究者招聘トレーニング事業の実施により、国際宇宙天気イニシア

ティブ拠点形成を目指した活動を推進。〔理学研究院〕 

・福岡都市圏で発生が懸念される警固断層地震の発生予測や、発生した場合の災

害軽減に寄与するための基礎的な観測研究を推進。平成 25 年度は、警固断層

帯南東部において人工地震探査を実施し、警固断層地震の強震動予測の基礎と

なる同断層帯の地下における傾斜角や下端深度などの断層パラメータを推定。

〔理学研究院〕 

・基礎科学の啓蒙・推進活動の一環として、「エクセレント・スチューデント・

イン・サイエンス・育成プロジェクト」において、優秀な高校生を対象に物理、

化学、数学及び生物の講義・演習を行い、次世代の科学者養成を推進。〔理学

研究院、数理学府〕 

・公開講座「現代数学入門」において、高校生・社会人を対象に数学・数理科学

の連続講義を行い、広く基礎科学の啓蒙を実施。〔数理学府〕 

・広く社会で活躍できる高度な研究能力を有する先導的な専門的職業人養成を推

進するため、数理学府博士後期課程機能数理学コースにおいて、企業等への長

期インターンシップ（３ヶ月以上）を実施。〔数理学府〕 

・本学独自の学府・研究院制度のもと、システム生命科学府、並びに、統合新領

域学府のユーザー感性学、オートモーティブサイエンス、ライブラリーサイエ

ンスの三専攻全てにシステム情報科学研究院から教員が参加して、学際・融合

領域及び先端領域の教育・人材育成に貢献し、学部・大学院教育の不断の改善・

充実を促進。〔システム情報科学研究院〕 

・分子集積や分子組織化を基軸としてグリーン・ライフ分野のイノベーションの

可能性へ挑戦する先導物質化学で世界トップクラスの研究活動を推進。理学系

を中心にした「統合物質創製化学推進事業−先導的合成の新学術基盤構築と次

世代中核研究者の育成」では活発な研究を展開し、その成果は Nature 

Chemistry, Nature Communications， Journal of the American Chemical 

Society，Angewandte Chemie 等のインパクトファクターの高い一流学術誌に

多数の論文として発表するとともに、多くの若手人材の交流並びに人材育成を

促進。〔先導物質化学研究所〕 

・地球環境力学分野では、東アジア域における大気海洋環境変動を予測する拠点

として活動し、気象学会賞を受賞。〔応用力学研究所〕 

・大気環境に関する研究として、アジア域と全球の大気環境モデリング研究と気

候変動研究を実施、気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第１作業部会第５次

評価報告書の第８章のリードオーサーに選出され、取りまとめを担当。〔応用

力学研究所〕 

・海洋力学に関する研究では、日本海・東シナ海で初めて同化予測モデルを開発、

実用化し、内閣府海洋政策本部への助言を実施。〔応用力学研究所〕 

・海洋環境に関する研究では、里海論を提唱し、21 世紀環境立国国家戦略に選

ばれ、環境省プロジェクトにより里海創成活動を国内外で推進。〔応用力学研

究所〕 

・核融合力学分野では、非平衡極限プラズマの学術基盤構築と高温プラズマの定

常化に関する研究を推進。科学研究費の「核融合学」採択費は全大学で１位。

〔応用力学研究所〕 

・国際会議 Forum2013”Math-for-Industry”を主催（167 名参加：海外より約

40 名）するとともに、産業界と数学が連携し新しい双方向の共同研究を促進

するための Study Group Workshop “MfISG2013”を全国規模で開催。これら

により、数学の中での分野を問わない交流が、教員・学生間で進み、新しい研

究分野の創成に寄与。また、産業界・諸科学からの要請により、伝統的に応用

が盛んであった数学のみならず、20 世紀以降に高度抽象化し発達した代数学

や幾何学分野などの数学分野を用いた応用研究を進展。〔マス・フォア・イン

ダストリ研究所〕 

・大学院数理学府の教育に大きく携わり、IMI（マス・フォア・インダストリ研

究所）教員が指導した大学院生は、修士課程 60 名、博士後期課程 34 名（平成

25 年４月１日現在）。希望する学生を産業界との共同研究に参加させ、我が国

にはこれまで少なかった将来の産業数学研究人材を育成。また、卓越した大学

院拠点形成支援補助金、数理学府特別経費、IMI 特別経費を用いて、学生の海

外での研究展開を奨励・支援。さらに、九州大学リーディングプログラム「キ

ーテクノロジーを牽引する数学博士養成プログラム」（H26 年度開始）の学生

採用準備を実施。〔マス・フォア・インダストリ研究所〕 

・富士通㈱と共同研究部門設立に向けた協議を進め、平成 26 年９月設立で合意。

また、COI-STREAM「共進化社会システム創成拠点：ヒト／モノ・エネルギー・

情報のモビリティによる多様で持続的な社会の構築」を産業数学ユニットとし

て推進。（企業との共同研究の企業数８社、プロジェクト件数 12 件）〔マス・

フォア・インダストリ研究所〕 

・国際化拠点整備事業費補助金（大学の世界展開力強化事業）「エネルギー環境

理工学グローバル人材育成のための大学院協働教育プログラム」（H23 年度）、

大学改革推進等補助金（リーディング大学院構築事業費）「グリーンアジア国
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・「人間と環境を一体として総合的に考える視点を持った高度専門職業人研究者

養成」の取組として、文理融合型学際教育を更に進めるために、専攻の異なる

教員が特定のテーマで学際的な教育・研究を行う多分野連携プログラムに取り

組み、「人間諸科学における『進化心理学』の位置」など五つのテーマを実施。

〔人間環境学研究院〕 

・高等教育と学位資格の国際比較研究において、その成果をさらに探究し、社会

に還元していくため、寄附講座「第三段階教育論」の開設（平成 26 年度４月）

準備を実施。〔人間環境学研究院〕 

・社会での活躍やキャリアアップを念頭に、一人ひとりへの履修指導と履修認証

制度（チャイルドライフコミュニケーター）や実践型教育を推進するため、多

様な実践的プログラムを持つチームラーニングである PTL（Project Team 

Learning）とインターンシップを最大限に活用し、実践的な手法の修得・開拓

を促進。また、O to O（ネットとリアルとで相乗効果を狙った活動）の実践モ

デルとして、独自の SNS（KASA）と独自活動拠点（CLC Works）を開設。〔統合

新領域学府ユーザー感性学専攻〕 

 

○保健分野 

・平成 21 年度文部科学省大学改革推進事業「看護師の人材養成システム」に採

択された「看護実践力ブロッサム開花プロジェクト」において、附属病院看護

部と保健学科看護学専攻が連携して看護職の実践力向上とキャリア形成につ

ながる研究支援を行い、教育力・研究力の向上に寄与。〔医学研究院保健学部

門〕 
・学術協定に基づき、高雄医学大学（台湾）、ニューヨーク市立大学（米国）を

主とした国際交流を推進し、教員・学生ともに相互の大学において派遣・受入

を実施。大学院生の海外での研究発表 20 件（英語）、英語論文 24 編などを通

して先進医療の研究開発を推進し、グローバル人材を育成。〔医学研究院保健

学部門〕 

・医学・歯学・薬学・保健学の協働により異職種間連携としての医療系統合教育

科目（インフォームドコンセント）を４年生全員が履修し人間性を涵養。〔医

学研究院保健学部門〕 

・保健学国際フォーラムを開催し、高雄医学大学の看護学専攻、放射線技術学専

攻、検査技術学専攻から教員３名と学生５名を招いて本学教員並びに学生との

間で学術交流を実施。〔医学研究院保健学部門〕 

・社会人大学院生の受入れや県内の病院で働く社会人との共同研究により、医療

現場で働く専門職者の研究を支援。看護学修士１名、看護学博士２名を輩出し、

研究マインドをもった看護系大学教員の人材育成に寄与。〔医学研究院保健学

部門〕 

・平成 25 年３月に「歯科医学教育学分野」を創設し、平成 25 年度から教育活動

際戦略プログラム」（H24 年度）等を獲得し、アジアを拠点とした国際連携の

先導的な理工学融合教育研究拠点の形成を推進。〔総合理工学研究院〕 

・「国費外国人留学生の優先配置を行う特別プログラム」において「Brain 

Circulation －アカデミック育成のためのグリーン理工学国際コース」（H25

年度）を獲得し、教育研究拠点機能の更なる向上を推進。〔総合理工学研究院〕

 

○人文科学分野 

・学部教育・大学院教育の双方において、アドミッション・カリキュラム・ディ

プロマポリシーの３ポリシーを整理・修正して、教育課程の体系化・可視化を

図り、体系的な教育課程の編成を実施。また、新たに米国のサンディエゴ州立

大学（San Diego State University）と交流協定を結び、欧米等の大学との連

携を強化し、学部学生の交換留学を促進するなど、学生の能動的学習を促す組

織的教育体制を構築。〔文学部、人文科学府〕 

・科学研究費助成事業の基盤研究 A・B への採択により日本語研究や東アジア交

流史研究の分野で研究の深化を促進。また、人文学叢書の継続・充実に取り組

み、平成 25 年度は哲学と歴史学の分野で刊行。〔人文科学研究院〕 

・ユーザーの視点に立った情報の管理と提供を念頭に置き、図書館情報学、文書

記録管理学、情報学、情報法制、学習科学などの幅広い分野を受講可能とする

科目編成を実施。また、チームやグループで取り組む PTL（Project Team 

Learning）や現場の問題を体験させるインターンシップを実施。〔統合新領域

学府ライブラリーサイエンス専攻〕 

 

○社会科学分野 

・平成 26 年３月から複数コホート対象の卒業生調査を実施するため、新たに Web

による卒業生調査システムを開発し、「身につけるべき能力」、「そのための取

組」についての「活動成果」を把握する調査を開始。〔教育学部〕 

・教育改革を推進する本学独自の「教育の質向上支援プログラム（EEP）」に採択

された経済学部・学府の「グローバル人材育成のための多段階支援事業」を通

じて、ゼミ単位での他大学と連携した教育研究交流（インターゼミ）や学生が

他機関で調査研究を行う内外短期交流プログラムを実施。経済学府産業マネジ

メント専攻（QBS）においても、同プログラムに採択された「QBS のアジア事

業強化」を活用し、海外（韓国）へのスタディーツアーや、学生主体のビジネ

スプランコンテストの企画など、人材育成・事業構想力強化を実施。〔経済学

部、経済学府〕 

・西日本シティ銀行との連携事業において、ベトナムとインドネシアで日本商社

等によって建設された大規模工業団地の運営や、そこに立地した日系企業の経

営について調査を実施するなど我が国でも先導的役割を果たす研究を推進。

〔経済学研究院〕 



九州大学 
  

  －20－ 

 

  
を開始。また、歯科医学教育における教育改革の一環として、Problem-based 

learning（PBL）並びに Team-based leaning（TBL）を効果的に導入するため

の取組を開始。平成 26 年度からの新カリキュラムに、これらの方略を用いた

統合型科目を導入し、６年間を一環とした課題解決型学習を推進予定。〔歯学

部、歯学府〕 

・国際シンポジウム Kyudai Oral Bioscience 2014 を開催し、企画から座長まで

大学院生が努めた PhD Student セッション（大学院生が英語で発表）を実施し、

世界で活躍するリーダーとしての人材育成を推進。〔歯学府〕 

・我が国初の試みとして、総合科目として設定されている総合歯科学並びに歯学

総論を、歯学部５年生と６年生に対して屋根瓦式教育を行う科目として統合

し、この科目に課題解決型学習方略の一つである、Team-based learning （TBL）

を導入。〔歯学部〕 

・福岡県久山町の全町民を対象として 60 年にわたり進められている世界的にも

希有なコホート研究において、口腔と全身の健康の関連性を解明する上で他に

類を見ない貴重な疫学調査データの収集・蓄積を推進。〔歯学研究院〕 

・福岡県糸島市・久留米市の在宅要介護高齢者について摂食嚥下機能を始めとす

る口腔機能と全身の健康の関連性についてのベースライン調査と追跡調査を

実施。〔歯学研究院〕 

・ベトナムにおける口唇裂・口蓋裂患者の手術支援（約 30 件）を継続実施する

とともに、平成 25 年度からは、新たに矯正歯科医が同行し、術後不正咬合の

現状視察や症例相談の実施等、アジア諸国への手術支援による国際貢献を実

施。〔歯学研究院〕 

・高度・先進・先端的な歯科医療の展開を推進するために、集学的診療を行うデ

ンタル・マキシロフェイシャルセンターを設置し、それらの展開に必要な病診

連携を強化するために歯科診療相談窓口（HP）を開設。〔歯学研究院〕 

・院内外の医科歯科連携を強化・推進するために、周術期口腔ケアを実施する口

腔ケア支援チームの活動を広げ、平成 26 年度から集学的治療体制として周術

期口腔ケアセンターの設置に向け体制を整備。〔歯学研究院〕 

・九州連携臨床腫瘍学講座「九州がんプロ養成基盤推進プラン」を推進するとと

もに「九大痛みの研究会」（基礎研究者・医療研究者・看護師・薬剤師・医療

従事者等）を開催し、人格破壊のがん疼痛、神経障害性疼痛などの研究を推進。

〔薬学研究院〕 

・システム創薬リサーチコア研究会を開催し、システム創薬リサーチ構想（薬学

研究院の創薬・育薬に関する研究単位を束ねて、分子レベルでの医薬品の創

出・シーズ探索に始まり、医薬品開発の最終段階である臨床試験までを見渡せ

る分野横断的な教育研究体制を推進。〔薬学研究院〕 

・地域や学外医療機関等と連携した教育研究プログラム（創薬臨床コラボ実習、

臨床研究演習、臨床試験演習）、大学連携による教育教材の開発や学生交流（連

携大学院合宿研修）等を実施。〔薬学研究院〕 

・JST 研究成果最適展開支援プログラム「P2X4 受容体を標的とする神経障害性疼

痛治療薬」を実施（H25-H29）するとともに、JSPS 先端研究拠点事業を基盤に、

海外大学との共同研究を推進。〔薬学研究院〕 

・独創的な研究例として、「最先端研究基盤事業（化合物ライブラリーを活用し

た創薬等最先端研究･教育基盤の整備）」等の技術を用い、既承認薬の適応拡大

（育薬エコファーマ）と地球にやさしいグリーンケミストリーを融合させた

「グリーンファルマ」を推進。〔薬学研究院〕 

 

○農学分野 

・農学部のグローバル人材育成推進事業において、「グローバル展開汎用技能プ

ログラム」と「問題解決の科学体験プログラム」を海外５カ国６大学にて実施

し、計 80 名の学生が参加。また、生物資源環境科学府の Open Problem Study 

Program において、「グローバル経済状況での生物生産」、｢バイオエネルギー

の将来｣をテーマに大学院生自らが解決策を提案する研究学習を実施し 54 名

が参加。これらの取組により、国際的視野と次世代農学（アグリバイオ）の広

範な知識を持って現代の農学を取り巻く地球規模の課題を解決するアグリバ

イオリーダーの育成を実施。〔農学部、生物資源環境科学府〕 

・アジアを中心とした国際協力を推進し、国際的に活躍する人材育成を促進する

ため、生物資源環境科学府において、ハノイ農業大学にサテライトキャンパス、

ハノイ水資源大学にサテライトオフィスを新たに設置。〔生物資源環境科学府〕 

・世界トップクラスを目指す最先端の研究推進の結果、QS ランキング 2013 年に

おいて Agriculture and Forest 分野で 50-100 位にランクイン。〔農学研究院〕 

・生命科学と工学・情報学を融合したシステム生命科学に関する学際教育を一層

推進するため、大学院教育のカリキュラムを見直し、異なる分野出身の学生に

も新たな分野の理解が可能となるカリキュラム体系を整備。〔システム生命科

学府〕 

 

○学際分野〔比較社会文化学府、比較社会文化研究院〕 

・人類と他の生物にとっての生存圏である「地球社会」というシステムとそれに

密接に関連するグローバルな人類的諸課題を文理の枠を超えた真に「統合的な

学際性」に立脚して究明するとともに、これまでにない新たな解を提案して世

界と地域をリードする、包括型の高度専門職業人並びに卓越した研究者の養成

を行うことを目的とした大学院「地球社会統合科学府」（修士定員 60 名、博士

定員 35 名）を平成 26 年４月に設置することとし、十分な入学者数を確保。 

・課題としてのアジアを可能性としてのアジアへと変換するリーダーを養成する

ことを目的とする九州大学リーディングプログラム「フューチャーアジア創生

を先導する統合学際型リーダー」において、平成 26 年度４月からの実施に向

け、産官学の委員からなる運営委員会を中心に各種取組を実施し、アジアに重
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点を置いた統合学際的な研究を組織的に推進。 

・日本考古学会会長、世界考古学者会議会長を比較社会文化研究院の２名の教授

が務めるなど、考古学分野の世界を先導。新たに LA-MC-ICP-MS など最先端分

析装置を導入するなど考古・地球科学分野の連携を強化。 

・アジア埋蔵文化財研究センター、総合研究博物館、人文科学研究院とも連携し、

「高精度元素・同位体分析システムを用いた原始古代人口移動・物流ネットワ

ークの研究」を推進。 

・JICA のアフガニスタン国未来への架け橋・中核人材育成プロジェクト

（H23-27）、モンゴル人材育成支援無償事業（H26〜）などに参画し、アジア人

材育成を推進。 

・文部科学省特別経費「統合的学際教育を基盤とする高度グローバル人材育成プ

ロジェクト」（H26〜H30）に採択され、国際水準の教育グローバルネットワー

ク構築を推進。 
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